
要求公表・予算案公表

1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　繰入金　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

概　算

人件費

0.10 0.10

Aの

財源

0

0 0

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度

補正予算

0

0 222 346 0

要求からの主な変更点

 概算事業費（B（A）+C） 0 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

合計（A)

3,678 3,801

0 0

1,000件

3,4560 0

前年度繰越

当初予算

施策の総合的展開

・輸出証明書の円滑な発行を行うための支援員の配

置（１人）

（予算案）

H25実施内容

H24

3,455

実施方法

○輸出証明書の発行件数　１，000件

（単位：千円）　

・国の受入体制が整備され次第、国に事務を移行する。

○平成23年3月に発生した福島原発事故によりＥＵ諸国を始め輸入規制の強化（世界42カ国・地域）により、企業等の輸出に際し、放射

能適合証明や産地証明書等の政府証明書の添付が義務づけられている。政府証明については、本来、国の責任において行われるべ

きであるが、国は政府間交渉において、都道府県による証明書の発行も可能とし、実際の証明書発行事務は国の依頼に基づき道府県

（一部地域では国の現地機関で発行）が実施している。

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　

◆信州ブランドの確立とマーケットの創出

3,456

項目

（要求）

■その他（国の受入体制が整備できるまでの措置　）

直接

成果目標・

事業内容

0

目指す姿

現状

１．輸出証明書発行支援員設置

1－03　夢に挑戦する農業

E-mail marketing@pref.nagano.lg.jpプロジェクト  

H25

（当初）

【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 本来国が行う事務であるが、国の受入体制が整備されるまで、県内で生

産・加工された農産物等の輸出を円滑に進めるために暫定的に県で実

施

事業番号 08 02 03

事　業　名 農産物等輸出円滑化事業　農産物等輸出円滑化事業　農産物等輸出円滑化事業　農産物等輸出円滑化事業　
担

当

課

部局 農政部

事業改善シート （25年度実施事業分）　　■予算要求　　□予算案　　　□点検

総合５か

年計画

実施期間 H24 ～

課・室 農業政策課農産物マーケティング室

0

25予算案25予算案25予算案25予算案

3,456 3,455

輸出証明書

発行件数
3,455 0

0

24年度 25要求25要求25要求25要求

3,456

761件

現況

（見込）

項目

3,456 3,455

成果目標の達成状況

合計

H26

目標
3,455 目標 成果 達成状況

Ｈ２５


